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■ 第１章 ■ 

研究および事業の考え方 





Ⅰ．本研究の概要 

 

１．目的 

精神障害者の地域生活への移行のために、全国の保健所が地域体制整備コーディネーターを支援

しながら、本事業推進のために果たすべき役割を明確にし、地域移行に積極的な役割を果たすこと

を目的とした。 

 

 

２．班員構成 

全国保健所長会の会員を中心に、中核市保健所の医師や保健所の精神保健福祉担当者を班員とし

た。さらに、保健所が協働すべき、地域体制整備コーディネーターや本事業についての手引き作成

の経験もある社団法人日本精神保健福祉士協会協会理事や、本事業に取り組んでいる相談支援事業

所の精神保健福祉士等にも参加してもらった。 

 

 

３．手法 

昨年度、全国保健所長会で行った「精神障害者の円滑な地域移行のための地域体制整備に関する

調査研究」をもとに、本事業において保健所が効果的に役割を果たすために、①マニュアルの作成、

②実態の調査、③保健所職員向け研修を実施した。 

具体的には、班会議で先行研究をもとに、本事業において、保健所が主に担うべき役割と地域体

制整備コーディネーターを支援するべき役割を明確にしたマニュアルの骨子を作成した。そのマニ

ュアル骨子に沿って、全国 3カ所（東京、近畿、九州）で主に保健所職員を対象として研修を実施

し、マニュアルの実施可能性を研修受講生とともに検討した。これらの活動を通じて、より多くの

保健所で利用可能な本事業における保健所活動マニュアルを作成した。また、全国の保健所及び都

道府県・指定都市の本事業担当部局を対象とした本事業への取り組み状況の自記式アンケート調査

を実施し、その実態把握を行った。 

 

 

４．結果と今後の展望 

詳しい結果は、分野別に後述しているが、保健所の役割を明確にしたマニュアル作成ができ、そ

のマニュアルを活用した研修に多数の参加者を得ることができた。また、アンケート調査を通じて、

全国保健所の課題の把握ができた。研修参加者からは、研修の有用性とマニュアル活用の可能性を

うかがわせる反応を得ており、今後さらに、マニュアルを活用した研修の全国展開を全国保健所長

会としても取り組む予定である。 
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Ⅱ．本事業の概要 
 

１．事業の経過 

本事業の始まりは、大阪府における大和川病院事件を受けて、大阪府精神保健福祉審議会で、「社

会的入院は、人権侵害であり、その状態を改善する行政責任」が求められ、府単独での社会的入院

の解消を目指した平成 12（2000）年からの「精神障害者社会的入院改称研究事業」に端を発する。

その後、平成 15（2003）年に国事業として取り上げられ、全国的な事業となり、退院促進から地域

移行というより広い概念での事業となり、平成 20 度からは地域移行支援特別対策事業となった。

さらに、平成 22 年度からは、地域定着支援も加わる形で、さらに充実した事業に発展している。 

 

 

２．背景 

日本の精神科医療の特異性は、その平均在院日数の長さと人口当たりの病床の多さであり、ＯＥ

ＣＤ諸国との比較では、在院日数で 4～50 倍、病床で 3～20 倍である。平均在院日数の長さの背景

には、社会的入院と考えられる長期入院患者の存在があり、国としても、平成 26 年度までに、7

万床の病床の削減を計画に盛り込んでいる。 

一方、ＷＨＯからも、数度にわたって入院患者の処遇に関しての勧告を受けており、その対応と

して精神保健関連法の改正を行ったが、実態はあまり改善していない。しかし、一部の地域（北海

道十勝圏域）では、平均在院日数を国平均の半分以下にすることで、人口当たりの病床数も、国平

均の半分近くまで減らすことに成功しているように、国内での成功事例も、報告されており、地域

移行を達成することで、平均在院日数の短縮と病床の減少が、全国的な取り組みとなることが国と

して求められている。 
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３．本事業の目指すもの（20、21 年度） 

国では、本事業の更なる積極的展開のために、地域移行推進員（以前の自立支援員）に加えて、

地域体制整備コーディネーターを設置し、保健所との協働が求められている。 

 

 

 

４．地域定着に向けた事業の展開（2010 年度から） 

国では、平成 22 年度からは、地域移行に加えて、地域定着支援を目指した事業の強化が打ち出

されている。その中には保健所の役割も明確に示されている、本事業における保健所が果たすべき

役割は、さらに重要となっている。 
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Ⅲ．都道府県の役割 

 

本事業を進めていくためには、都道府県の担当部局は庁内の関係部局（生活保護部局、医療計画

策定部局など）及び各関係機関との連携、総合調整が重要であり、そして何より担当部局として事

業に対する姿勢を示すことがとても重要である。 

それは一つの事業でありながら、決して担当部局のみで完結するものではなく、医療、保健、福

祉と、すべてに係る事業であるためである。 

 

 

１．都道府県による実態把握 

まず、医療、保健、福祉に係る実態の把握が事業を進める上で必要不可欠である。特に医療の現

状を把握する必要がある。多くの都道府県はこれまでなかなか精神科病院内の現状把握について積

極的に行ってこなかった。まして受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、退院可能精

神障害者という。）については触れてこなかった、または触れられなかった状況である。しかし、

本事業を推進する上でこのことについては避けては通れなくなった。言い換えれば、この事業によ

り初めて、もしくはようやく触れられるきっかけが作られたと考えることができるのである。 

新たに本事業のために実態調査を実施することが、精神科病院内の現状を把握する手段として、

最も効率よく有効であろう。その理由として、改めて病院側に全入院患者の病状等の現状把握をし

てもらい、なぜ入院治療を行う必要があるのかを再確認してもらう機会を作ることにより、以下の

ような様々な効果が期待できるからである。 

 

①退院可能精神障害者が存在する場合、地域移行を阻害している要因を把握することができる。

言い換えれば、どのような課題を解決すれば地域移行ができるのかポイントの把握が出来る。 

②直接的な調査のため都道府県としての本事業における姿勢を示すことができる。 

③医療側から本事業へ対する意見や、保健福祉施策等への思いを直接吸い上げることができる。 

④実態調査が医療側の意識改革の一助になる可能性がある。 

 

調査項目としては年齢、診断名、入院期間、地域移行を阻害している要因として本人の要因、家

族の要因、地域状況と施策の要因、入院時に関わった機関、生活保護受給の有無などを確認するこ

とにより的確な現状を把握できると考えられる。 

また、その他実態を把握する手段として既存の各種調査、資料の分析（精神保健福祉資料（いわ

ゆる 630 調査）、実地指導の資料）などが有効である。しかし現状では第 2 章にある保健所調査結

果から見て分かるように既存の調査、資料を有効活用しきれていない状況が見られる。一つの方法

としてそれら資料の提出先を保健所とすることで圏域の実態把握を行うことも有効である。 

このように各種資料を元に地域移行を推進していくための前段階として、実態を把握するととも

に地域移行を阻害している要因が何かを把握する必要がある。そしてこれらの情報は委託事業所、

保健所等関係機関へ情報提供され共有されるべきである。 

 

 

２．方向性の明確化と事業評価 

実態を把握し、地域移行を阻害している要因を把握する。そしてそれらを踏まえ「何を目的、目
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標に事業を展開するのか」を示す必要がある。ただ地域移行者数のみに特化し、それだけの事業と

するのか。保健、福祉も関わる総合事業として取り組むのか。本事業は先述したように、医療、保

健、福祉の総合事業だと考えるべきである。 

本事業を通して、以前から言われているように「医療側は地域生活を支える資源が少ないため退

院させられない。」、地域側は「病院が患者を抱え込んでいる」という相互批判があることから、そ

れぞれの立場の機関が「地域移行」という切り口で相互理解を深めることが重要である。 

地域移行者数のみに特化せず、医療、保健、福祉がそれぞれの状況を理解し合い、尊重し、地域

移行という切り口で地域生活支援体制を見直すきっかけにする必要がある。本事業は退院可能精神

障害者の地域移行のみではなく、新たな退院可能精神障害者を生ませないという視点を含ませるこ

とが重要である。 

また、そのような方向性を出すことにより、評価指標が変化し、多軸による本事業の評価をしや

すくするという効果も生まれる。 

事業評価の例として、 

①本事業によるネットワーク、関係者の拡がりの状況 

②関係者（医療機関、市町村、障害福祉サービス事業所など）の意識変化 

③新たな社会資源の創設や取り組みの状況 

④事業利用者、家族からの評価 

⑤管内市町村サービス（居住系、訪問系、日中活動系サービス）の実績 

⑥当事者との協働の状況 

⑦平均在院日数、平均残存率、退院率の変化 

⑧本事業による地域移行者数以外に病院の自助努力による地域移行者数 

など直接的な地域移行者数のみの結果だけではなく、事業を通しての波及効果を評価軸に加え、

総合的かつ経年的に事業効果を判断する必要がある。 

 

 

３．各機関の役割の明確化 

次に「どの機関が何を担うのか」を示す必要がある。多くの都道府県が本事業の一部または全部

を委託し、事業展開をしている。事業展開する圏域が異なるなど委託事業所の役割は都道府県で多

少変わってくる。しかしほぼすべての都道府県で委託事業所の役割については要綱で定めていると

思われる。重要なのは、その他の機関の役割をどのような形で明確化するかである。都道府県の役

割、保健所の役割、市町村の役割などについて要綱に記載し、または図１のように図式化し明確に

することが求められる。 

特に委託事業所と協働で本事業を推進していく上で、積極的な事業参加を求めたい保健所の役割

については是非要綱に示したいところである。 

保健所の役割としては、退院可能精神障害者への直接的な支援ではなく、以下のような地域生活

への移行に必要な体制整備の総合調整を担うことを特に期待したい。 

①圏域の市町村、病院及び福祉サービス事業者等の関係機関に対する周知等、本事業の円滑な実

施のための体制整備に向けた調整 

②病院、施設等の関係機関に対する本事業への参加等必要な協力の要請 

③地域の資源に係る情報提供、資源開発等に関する病院、施設等からの要請への対応 

④関係者と協働した研修、シンポジウム等の企画、調整など地域移行に向けた普及啓発の推進 

7 Ⅲ．都道府県の役割



 

そのための予算として、障害者自立支援対策臨時特例交付金の有効活用が考えられる。事業圏域

ごとによる計画の提出を求め圏域の状況に応じた独自の活動を支援する必要がある。 

 

     図１ 

〔出典〕埼玉県福祉部障害者福祉推進課 

 

４．課題を施策に反映させるシステム作り 

地域移行を進めていると、改めて多くの課題があることに気づく。その課題解決に向け協議する

場の確保とともに、施策として解決しなければならない課題については、施策に反映させるシステ

ム自体をつくることが必要となる。よりよい地域生活支援体制づくりを目指すために、如何に地域

での課題を速やかに吸い上げて調整し、必要に応じ施策に反映させることができるかが求められる。 

その一つの場である本事業に係る圏域単位や都道府県単位の協議会を中心に、市町村地域自立支

援協議会、都道府県自立支援協議会やその他付属機関などと連携し、必要に応じて施策に反映させ

る必要がある。また速やかに課題解決を図るためのワーキンググループなどを立ち上げることも有

効と考えられる。 

そのような課題解決に向け、各都道府県または各事業圏域で独自に課題解決に向けた調整、施策

化が進んでいる。 

例として 

①一人暮らしを体験するためのアパートの借り上げ 

②宿泊体験を行う際の費用弁償 

③地域移行後の地域定着に向けた支援の延長 

④ボランティアの養成や当事者の活用 

⑤不動産会社への賃貸物件紹介に関する意識調査 

など創意工夫をしながら独自の事業が報告されている。 
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５．本事業の周知徹底 

先述したように、本事業は医療、保健、福祉分野に係る事業であるため庁内外の関係部局並びに

関係機関との協力体制を構築することが重要である。そのためにもまず事業の推進の必要性を訴え、

理解を求める必要がある。 

庁内でポイントとなる関係部局は生活保護部局である。本事業は障害福祉部局が中心に展開して

いるが、本事業利用者には生活保護受給者の人も少なくない。本事業と生活保護部局が行っている

事業の協力体制の構築が必要であり、庁内の生活保護部局に理解を求める必要がある。その他、医

療計画策定部局や障害福祉計画策定部局、精神科病院を所管している部局などとも連携し、情報の

共有化を図っておくことが求められる。 

また、医師会や精神科病院協会等医療機関の所属団体、または各職能団体（看護師、作業療法士、

精神保健福祉士など）への周知など、関係機関等へ理解を求め協力体制を広げていくことも役割の

一つである。 

保健所においては、圏域内の医療機関、市町村の障害福祉部局や生活保護部局、障害福祉サービ

ス事業所などへの事業周知を行い、事業の理解を求めるとともに協力体制を構築し、意識改革を図

ることが重要である。都道府県は全圏域にまたがる関係機関への事業周知の役割を持ち、保健所は

圏域内の関係機関への事業周知の役割を持ち、それぞれが事業の必要性を訴えることにより、関係

機関に問題意識が芽生え、協力体制が構築できる。 
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Ⅳ．保健所の役割と地域体制整備コーディネーターとの協働のあり方 

 

１．本事業における地域体制整備コーディネーターと保健所の役割 

 

（１）退院促進事業の課題と本事業への発展 

平成 12年度に、大阪府の事業として始まり、後に国事業となった「退院促進事業」には、「①事

業で退院できる患者の数が少ない」の他、表 1 のような多くの課題があった。これらの課題は、本

事業にも当てはまり、その解決のためには、表 2のような発想と事業目標の転換が必要である。つ

まり、「本事業で何人の患者を退院させるのか」から、「事業を通じて多くの変化を起こし、退院で

きる体制づくりを行う」に目標を転換することで、そのためには、病院から地域、当事者、そして

保健所までが変わる必要がある。また、これらの課題の解消を目指して、平成 20 年度からは、事

業全体を調整する役割として「地域体制整備コーディネーター」が、導入された。 

 

 

（２）地域体制整備コーディネーターの役割と限界 

地域体制整備コーディネーターには、課題解決の取り組みが求められるが、全てを直接実施する

ことは不可能である。表 3の 1 のイメージのように、「退院促進は、病院本来の役割」であり、「地

域の受け入れ体制づくりは、自立支援協議会・自治体とサービス提供事業者の役割」と明確にし、

それらを調整する役割である。しかしながら、調整が中心的役割といっても、求められる主な活動

表-１．＜退院促進事業の課題＞

①事業で退院できる患者の数が少ない

②協力しない病院が一部にあり、病院の理解が
十分ではない

③市町村（特に生活保護担当）の協力が不十分

④地域社会資源の状況把握や、資源整備ができ
ていない

⑤患者や家族の理解が不十分

⑥病院所在地と退院先とが距離がある場合の調
整が困難

表-２. ＜事業目標の転換＞
事業で何人退院 → 事業を通じて多くの変化を起して

退院させるのか 退院できる体制づくりを行う

①病院の変化（地域資源のことを知るようになる）

職員の意識変化（退院するのが当たり前）

病院完結型支援 → 地域利用型支援

②地域の変化

長期入院患者も地域住民と捉える

③当事者の変化

病院より地域生活はよいという実感

④保健所の変化

入院支援 → 退院支援と地域定着

Ⅳ．保健所の役割と地域体制整備コーディネーターとの協働のあり方
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だけでも、表 3の 2 のように多様で、圏域の全ての病院、自治体、事業者に働きかけをして、病院

の退院促進と、不足している資源づくりへの働きかけまでの広範な活動を行うことは、委託を受け

た一事業者（地域体制整備コーディネーター）だけでは、困難である。 

 

 

（３）保健所の果たすべき役割と地域体制整備コーディネーターとの協働の必要性 

地域体制整備コーディネーターが役割を果たすために、多くの関係機関との連携が不可欠である

が、特に保健所は連携するという受け身の姿勢ではなく、積極的に協働するという姿勢で、一緒に

事業に取り組む事が求められる。その理由としては、本事業の目的が、保健所が本来果たすべき「地

域精神保健福祉の推進」と合致しているだけでなく、保健所しか持っていない機能（地域診断や医

療機関への監視指導）を発揮して始めて、地域体制整備コーディネーターが役割を果せるからであ

る。 

一方、全国の都道府県の中で、地域体制整備コーディネーターを民間事業者等に委託せず、保健

所がその役割を果たすとしている自治体が平成 21 年度は、半数を超えている（第２章都道府県調

査による）。これらの自治体の保健所は、保健所本来の役割に加えて、地域体制整備コーディネー

ター機能を担うことになる。現状では、保健所は地域体制整備コーディネーターそのものの役割か、

そのパートナーとしての役割かは別として、本事業の中心的な役割を担う点では、違いはない。 

 

 

２．地域体制整備コーディネーターと保健所の具体的な活動 

 

（１）病院への働きかけ 

①働きかけの考え方 

退院促進事業の課題として、表 1に「②協力しない病院が一部にあり、病院の理解が十分ではな

い」をあげているが、圏域内の全ての病院に本事業協力を働きかけることは当然である。その理由

としては、本事業は、全ての社会的入院患者を対象としていることから、どの病院に入院している

患者にも本事業利用の機会は平等に与えられるべきであり、社会的入院が 0 であるという病院（日

本国内では、非常にまれ）以外は、全ての病院が本事業対象となるからである。その場合に、普段

から管内の病院として関係性が既に構築されている保健所が、地域体制整備コーディネーターと一

緒に働きかければ、病院の協力と理解が得られ易いはずである。また、働きかける場合には、各病

院の退院促進の取り組み実態に合わせたアプローチが必要である。その判断には、退院促進に関す

る組織的取り組みの状況（表 4「平成 20 年度診療報酬改定での地域移行を支援する取り組み」参照）

表-３．体制整備コーディネーターの役割

１．イメージ

（退院促進 ＋ 地域受け入れ） × コーディネート

病院の努力 自立支援協議会 体制整備コー

市町村・事業者 ディネーター

保健所

２．具体的内容

①病院への働きかけ

②市町村や地域資源への働きかけ

③必要な事業・資源の点検・開発

④複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言

表-３．体制整備コーディネーターの役割

１．イメージ

（退院促進 ＋ 地域受け入れ） × コーディネート

病院の努力 自立支援協議会 体制整備コー

市町村・事業者 ディネーター

保健所

２．具体的内容

①病院への働きかけ

②市町村や地域資源への働きかけ

③必要な事業・資源の点検・開発

④複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言
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表-４ ２０年度診療報酬改定

地域移行を支援する取組に係る評価

１）精神科地域移行支援加算２００点（退院時１回） 、

入院期間が１年以上の長期入院患者等に対して、医師、看護師、作業療
法士及び精神保健福祉士が共同して退院後に必要となる保健医療サー
ビス又は福祉サービス等に関する計画を策定し、当該計画に基づく指導
を行った上で当該患者が退院した場合に、精神科退院指導料の精神科
地域移行支援加算を創設する。

２）精神科地域移行実施加算 ５点（１日につき）
当該保険医療機関において、地域移行を推進する専門の部門を設置

し、当該医療機関の精神病棟における入院期間が５年を超える患者の
数を直近の１年間５％以上減少させた実績のある医療機関について、申
請時より１年間の期間において当該精神病床の入院患者に係る入院基
本料等の加算を創設する。

２２年度から１０点に増額

３）精神科退院前訪問指導料、 入院中に３回

４）精神科訪問看護・指導料（Ⅰ） ５５０点 → ５７５点

表-４ ２０年度診療報酬改定

地域移行を支援する取組に係る評価

１）精神科地域移行支援加算２００点（退院時１回） 、

入院期間が１年以上の長期入院患者等に対して、医師、看護師、作業療
法士及び精神保健福祉士が共同して退院後に必要となる保健医療サー
ビス又は福祉サービス等に関する計画を策定し、当該計画に基づく指導
を行った上で当該患者が退院した場合に、精神科退院指導料の精神科
地域移行支援加算を創設する。

２）精神科地域移行実施加算 ５点（１日につき）
当該保険医療機関において、地域移行を推進する専門の部門を設置

し、当該医療機関の精神病棟における入院期間が５年を超える患者の
数を直近の１年間５％以上減少させた実績のある医療機関について、申
請時より１年間の期間において当該精神病床の入院患者に係る入院基
本料等の加算を創設する。

２２年度から１０点に増額

３）精神科退院前訪問指導料、 入院中に３回

４）精神科訪問看護・指導料（Ⅰ） ５５０点 → ５７５点
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-表-５．地域資源づくりと資源間の調整

①地域資源集やマップの作成を
通じての情報の公開と交換

②地域資源の役割分担と連携
③不足しているサービスの分析
④相談事例の対応成功事例の分

析と普遍化
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④本事業での対応成功事例の分析と普遍化 

本事業で、退院に成功した患者が利用できたサービスは、本事業の利用なく病院の独自努力で退

院する患者にも、利用できるはずである。そのためには、本事業の成功事例の分析と、その普遍化

を行うことで、資源利用の共有化が常に行えるようにすることが必要である。 

 

 

 

３．保健所が本来の精神保健業務として果たすべき役割 

 

（１）適正な医療の提供と医療の質の向上の責任 

都道府県や指定都市には、精神保健福祉法に基づいて、適正な精神科医療の確保の責任があり、

そのための精神科病院への指導監督等の徹底が求められている。これらの目的で最低年 1回以上実

施すべき、精神科病院実地指導（以下、実地指導）に保健所精神保健福祉職員の参加も定められて

いる。現状では、７割以上の保健所が精神科病院実地指導に参加しており、その半分近くは保健所

が実施主体となっている事がわかっている（第２章保健所調査より）。 

 

①実地指導における地域移行への働きかけ 

実地指導では、精神保健福祉法に基づく適正な医療の提供が行われているかについて指導監督す

るのはもちろんであるが、「社会復帰に向けた様々な環境整備を積極的に推進していく」ことの指

導も含まれている。つまり、病院の環境整備（退院促進の努力）もその指導監督の対象である。し

かし、法の遵守に関するチェックと違い、環境整備が行われているかに関する評価を行うには、病

院運営における質的な評価が必要である。表 6 にあるように、「病棟の機能分化で、病棟毎の役割

の明確化とそれに伴う平均在院日数の短縮化が目指されているか」、「退院促進に向けてのシステム

づくりができているか」などを評価することが必要である。 

特に、実地指導では、職員に直接質問することができ、病院の退院促進に向けての取り組み状況

や職員の認識や課題を把握することが可能である。さらに、入院患者の面接も行えるので、退院意

向のある患者で本事業の適応になる患者の把握もできる。 

また、指導の中で、退院促進の努力不足を指導項目に挙げることもでき、特に本事業に協力をし

ていない病院には、本事業活用を促すことも必要である。しかし、その場合には、客観的資料が必

要であることから、表７のようないわゆる 630 調査等の活用が必須となる。 

 

 

 

--
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③入院患者の疾患別、入院形態別、入院期間別数の現状 

現在病院に入院している患者の全体像がわかる指標であり、本事業対象患者数の推計ができ、一

方では、病院の退院促進努力の結果が反映される資料である。 

 

 

（２）入院に関わった患者の退院支援 

保健所は、家族や地域住民、まれに患者本人からの依頼によって、入院の支援を行うことがある。

しかし、入院後退院に向けての支援が十分にできているとは言い難い。一方、医療観察法によって

入院治療を受けている患者に関しては、入院当初から、保健所職員を始め地域の関係者が、病院に

出向いてのカンファレンスの実施がされ、退院前には、支援計画がつくられることで、スムーズな

退院と治療継続が行われている例も多い。保健所では、このような経験をできるだけ、精神保健福

祉法によって入院している多くの患者に活用する事が必要であり、せめて、入院時の支援を保健所

が行った患者の、退院までの支援を本来の業務として位置づけることが、社会的入院解消における

保健所の使命である。 

 

 

４．市型保健所が本事業を行う利点 

市型保健所は、県型保健所と違って、精神科病院実地指導の権限が無いなど、630 調査資料を県

から提供を受けなければならないなどと病院の情報を得にくい状況である。しかし、同じ市の行政

組織内に、さまざまな精神障害者地域移行に関連する担当課があり、当然のことながら、職員の移

動等も含めて、それらの課と、極めて連携をとりやすい立場にある。以下、市型保健所が本事業を

行うにあたっての利点について整理した。 

 

（１）福祉事務所との連携 

①「生活保護精神障害者退院促進計画」の活用 

全国福祉事務所長会議（平成 18 年）の資料によれば、精神障害者退院促進における福祉事務所
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Ⅴ．地域体制整備コーディネーターの役割 
 
１．地域体制整備コーディネーターの実施体制 

厚生労働省は、本事業における地域体制整備コーディネーターの実施体制については、相談支援

事業所への配置を想定している。しかし、実際は、地域移行推進員の配置方法と同様に、都道府県

の状況によって異なっている。 

ここでは、地域体制整備コーディネーターの実施体制として考えられる、①相談支援事業所配置

型、②都道府県配置型、③他圏域への派遣型、④都道府県アドバイザー派遣事業との統合型、⑤市

町村、地域自立支援協議会への委託型、⑥組み合わせ型について説明する。 

 

Ⅴ．地域体制整備コーディネーターの役割
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③他圏域への派遣型 

本事業を委託している相談支援事業所の地域体制整備コーディネーターを他圏域に派遣する方

法である。新たに精神障害者の地域生活の移行支援を始める圏域、あるいは課題の多い圏域には、

スーパーバイザー、アドバイザー、アシスタント等の必要とされる役割を果たす地域体制整備コー

ディネーターの派遣が期待できる。 

 

④都道府県アドバイザー派遣事業との統合型 

障害者自立支援法の都道府県地域生活支援事業における都道府県相談支援体制整備事業（アドバ

イザー派遣事業）に地域体制整備コーディネーター事業を統合して実施する方法である。障害があ

る人への支援として総合的なコーディネート機能が期待できる。 

 

⑤市町村、地域自立支援協議会への委託型 

市町村や地域自立支援協議会に本事業の一部や、地域移行推進員と地域体制整備コーディネータ

ーを委託して実施する方法である。 

 

⑥組み合わせ型 

①から⑤を組み合わせて実施する方法である。地域体制整備コーディネーターの役割が多岐にわ

たるために、都道府県と相談支援事業所が役割を分担して実施する方法などがある。例えば、④の

都道府県の地域体制整備コーディネーターが地域体制整備に軸足をおき、医療機関への働きや人材

育成のための研修を行い、①の相談支援事業所の地域体制整備コーディネーターが個別支援を行う

地域移行推進員のアドバイザーに軸足をおいて協働して実施するなどがある。 

以上のように、地域体制整備コーディネーターの実施体制について、都道府県は様々な工夫を行

っている。しかし、今後の政策の動向も視野に入れると、ここ数年求められてきた相談支援の充実

等を踏まえて、①相談支援事業所配置型による地域体制整備コーディネーターの実施体制を整備す

る必要がある。 

保健所は、本来業務としての地域移行支援と地域体制整備コーディネーターとしての役割を担っ

ていることが考えられるが、地域体制整備コーディネーターとしての役割は、経過的措置として位

置づけて、相談支援事業所の機能強化にも力を注いでおく必要がある。 

 

 

２．地域体制整備コーディネーターの役割 

地域体制整備コーディネーターは、「病院・施設等への働きかけ、必要な事業・資源の点検・関

発に関する助言・指導、複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言等といった退院・退所・地域

定着に向けた必要な体制整備の総合調整を担当する」等、多岐にわたる役割を期待されている。「地

域移行推進員が作成する個別支援計画への助言と支援フォローアップ」やこの事業を通してみえて

くる「地域の課題を抽出すること」も重要な役割である。 

病院・施設への働きかけ、対象者・家族への働きかけについては、前節の「保健所の役割と地域

体制整備コーディネーターとの協働のあり方」に詳細が書かれているので参照されたい。医療機関

は、退院支援を自らの責任で行うことを前提としているので、本事業、特に対象者の選定に困惑し

ていて、医療機関は、いくつかの手立てがあれば退院できる人は、自らの責任で退院を支援するべ
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きだと考えている。このため、そのような社会的入院者を本事業の対象からはずす傾向にある。し

かし、社会的入院者の退院支援には、相当のマンパワーが必要であり、医療機関に社会的入院者の

退院支援を担うだけのマンパワーは期待できない。つまり、いくつかの手立てで退院可能な人への

支援も行き届かないのが現状である。このような状況をふまえると、本事業では、すべての社会的

入院者を対象者として考え、そのうえで、医療機関と地域機関の役割分担を考えることが賢明とい

える。 

 

 

３．基本的認識の合意 

地域体制整備コーディネーターは、その活動地域において、地域移行（退院促進）を推進してい

くための基本的な合意を形成する必要がある。 

歴史を紐解けば、昭和 29(1954)年の全国精神衛生実態調査では、精神障害者の全国推定数 130

万人のうち要入院者は 35万人で、当時の病床（約 3 万床）はその 10分の 1にも満たないとしてい

る。同時期に改正された精神衛生法では、非営利法人の設置する精神科病院の設置及び運営に要す

る経費の国庫補助規定を設けている。また、昭和 33(1958)年の医療法では、｢精神科特例｣を導入し

て一般医科とも分けた。以後、精神科病院の設立ブームが起こったのは周知のとおりである。 

結局、その後 30 年かけて、この要入院者 35万人という社会防衛思想を基盤とした数字を、国家

の庇護のなかで国策として追い求めてきてしまったのである。私たち国民は、知らず知らずのうち

頷かされてきた責任を一人ひとりの課題として背負う必要があるのではないだろうか。 

ここでは、精神科医療機関が担ってきた責任と役割を真摯に受け止め、社会的入院と地域移行支

援を国民の課題、地域の課題としてとらえなおすことを提案し、「地域生活への移行支援は、国民

の課題である」という基本的認識の合意が必要である。 

このような基本的認識の合意によって、さまざまな人と機関の協働が可能となる。 

 

 

４．地域移行推進員への支援 

地域体制整備コーディネーターの役割の一つに、「地域移行推進員が作成する個別支援計画への

助言と支援フォローアップ」がある。地域体制整備コーディネーターは、ケアマネジャーの役割を

担って、地域移行推進員が、「対象者本人の思いを尊重すること」「ストレングス視点で支援するこ

と」「様々な人と機関と協働すること」「社会資源を幅広くとらえること」を実践できるよう、対象

者へのかかわりの助言や介入、個別支援計画作成のサポート、個別支援会議の設定等を行う。 

地域体制整備コーディネーターは個別支援会議をマネジメントする。個別支援会議は、社会的入

院者へ地域移行に向けた総合的な支援のための中核を担うことになる。この個別支援会議では、①

必要な関係者が集まる。②本人のニーズに添った支援を検討する。③すぐにできる支援と時間を要

する支援を分けて検討する。④すぐにできる支援の役割分担を行う。⑤対象者の現状の課題を共有

する。このような個別支援会議を通して、関係者のネットワークをつくり、地域移行支援体制の質

を高めることになる。個別支援計画では、退院はゴールではない。退院後、どのような生活をした

いかが目標となる。退院は、そのためのプロセスとして位置づけることが重要である。 
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地域移行推進員への支援

• 本人の思いを尊重しましょう

• ストレングスに気づきましょう

• 個別支援計画の有効性を高めましょう

• 限界は出発点です

• みんなで地域移行支援に取り組んでいきましょう

「かたち」のある資源 「かたち」のない資源

公的でない社会資源 （例）家族、恋人、友人、お金、テ
レビ、パソコン、将棋、ゲーム、体
育館、電車、コンビニ、スーパー、
ファミレスなど

（例）自分の夢や目標、これまで
の経験、恋愛、友人の励まし、プ
ライド、宗教活動、安心できる人
間関係など

公的な社会資源 （例）地域活動支援センター、病
院、ホームヘルプサービス、訪問
看護、グループホーム、救護施設、
包括支援センターなど

（例）ノーマライゼーション理念、
サポートネットワーク、社会資源
に関する情報の共有化、行政の
公的責任など

• かかわりの助言や介入 ・ 個別支援計画作成のサポート
• 個別支援会議の設定 ・ 環境の調整
• 課題の一般化

 
                  図Ⅴ－２ 日本精神保健福祉士協会（國重）改変 

                            

５．阻害要因を見直す 

社会的入院者の退院阻害要因として、「本人の意欲がない」「家族が拒否している」「社会資源の

不足」が挙げられている。しかし、それらが果たして本当に阻害要因なのか、もう一度見直す必要

がある。 
「本人の意欲がない」と言われている人の中には「まわりを見たら、5年、10年入院している人

がいて自分の番はまわってこないと思っていた」「退院したいと言ったら、『待っていてください』

と言われて待っていました」｢15 年目で退院をあきらめて、病院で一生暮らそうと友達と約束しま

した」という人などがいる。また、「退院したら絵が好きなので個展を開きたい」という人も、入

院中には絵を描くことをあきらめていた。退院意欲がない人の多くは、環境に合わせている人、あ

きらめている人、不安が大きい人であって、夢や希望を封印している人ではないかと思われる。 

                                 図Ⅴ－３ 
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「家族が拒否している」ことについては、家族にとっての本人の病気の悪化は、例えば、それが

20年前のことであっても、昨日のことのように記憶に残っている。加えて、家族は、入院を継続す

るのか、家族が引き取るのか以外には選択肢がないものと思い込んでいる。なかには、医療機関に

は家族が引き取れない事情を説明しているが、本人にはその実情を伝えていないこともある。 

「社会資源の不足」については、確かに絶対数の不足がある。しかし、本当に社会資源がないと

退院できないのだろうか。多くの先人は、そのような状況のなか、住むところや働くところを見つ

け、または新たに創出し、サポートしてくれる人も探して育ててきている。「グループホームに空

き室がない」から退院できないという発想は、「措置する」と同様の発想であって、いうなれば「措

置退院」（造語）ではないだろうか。 

退院意欲がない人には気持ちに寄り添うこと、家族が拒否している場合は何を拒否しているのか

を理解すること、社会資源の不足では、まずは、この人のための支援を考えることから始めること

にしている。知恵を出しあい、インフォーマルサポートも活用し、必要なサービスは創出すること

が必要である。 
このように、もう一度、阻害要因について見直してみると、退院に向けた新たな手立てを導くこ

とができると考える。 

 

 

６．ピアサポーターへの期待 

本事業では、ピアサポーターの活躍がクローズアップされている。ピアサポーターとのわかちあ

いは、社会的入院者の退院に向けた勇気となり、地域移行への足がかりとなる。しかし、ピアサポ

ーターの役割は、都道府県、委託事業所によってさまざまである。 

例えば、北海道は、地域体制整備コーディネーター、地域移行推進員に加えて、ピアサポーター

を必置としている。また、地域によって、ピアサポーターが地域移行推進員を兼ねている場合、地

域移行推進員とは別に登録制のピアサポーターとして多岐にわたって活動している場合、事業所の

職員として雇用されたうえで当事者性を生かしている場合などがある。 

ピアサポーターが活躍する時代となったが、その位置づけ、育成方法、役割分担については、早

急に整備する必要がある。危惧することは、精神障害者への就労支援が行き届いていれば一般就労

できる人を、安易にピアサポーターとして囲い込んでしまっていないかということである。 

地域体制整備コーディネーターには、ピアサポーターの育成についても、中心的な役割を担うこ

とが期待されている。 

 

 

７．地域自立支援協議会の活用（社会資源開発のための手立て） 

障害者自立支援法の施行後、障害がある人を支援する仕組みとして、相談支援事業、地域自立支

援協議会が中核となっている。相談支援事業を担う相談支援専門員は、個別支援会議を通して、ネ

ットワークで本人のニーズに添った支援を行い、従来は置き去りにされていた「課題」を地域の課

題として抽出する。この課題は、地域自立支援協議会で検討される。 

精神障害者の地域移行についてもこの仕組みを活用したい。地域自立支援協議会に取り込まれる

ことによって、地域移行を生活支援の課題のひとつとして、現実的な課題として取り組むことがで

きる。 
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26■ 第１章　研究および事業の考え方



 

ここでは、本事業における個別の課題を地域自立支援協議会で検討して、プログラム化・事業化・

施策化していく例（あくまで試案）を示してみた。 

例えば、「退院意欲がない」という人がいれば、「食べたい物」「行きたい所」を考える「意欲

回復プログラム」を実施する。そして、懐にしまっていた夢と希望を少しずつ呼び起こす。次に、

病院の外に出て、実際に食べたい物を食べ、行きたいところに行ってみる「地域移行のためのリカ

バリー（自分を取り戻す）事業」を実施する。付添い人としての「ピアサポーター派遣事業」も必

要になるかもしれない。 

例えば、「退院のイメージがつくれない」という人がいれば、病院の中に「退院準備プログラム」

をつくる。しかし、すべての医療機関で「退院準備プログラム」を実施することはできないため、

どの医療機関に入院していても受けられる「地域で行う退院準備講座」を事業化する。 

例えば、「家族が拒否している」ため退院できないというのであれば、「家族説明会」や「地域

移行型の家族教室」を実施する。 

このように「この人」を支援していく上で抽出された課題を、地域の課題としてプログラム化・

事業化・施策化していくことが、予算の計上も伴って必要かつ重要なことである。 

また、すぐには解決できないことについては、地域自立支援協議会において解決に向けた検討を

重ねることになる。このように、地域自立支援協議会を活用することが、地域移行支援を進めるう

えでの重要な鍵となる。 

図Ⅴ－６ 

 

８．関係機関の役割 

今後、退院促進、地域移行を有効にすすめていくためには、それぞれの機関の役割を明確にする

とともに、都道府県ごとに地域移行をすすめる組織をつくる必要がある。 

地域体制整備コーディネーターは、都道府県の担当課に地域状況を報告して、都道府県の地域移

行推進のための仕組みづくりに協力する。 

ここで一般的なモデルを示しておきたい。まず、社会的入院者のいる医療機関には、組織内に退

院促進をすすめるための多職種で構成されるプロジェクトチームをつくっていただく。同様に、地

域体制整備コーディネーターは、関係者と地域移行チームを組織する。医療機関のチームと地域の
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28■ 第１章　研究および事業の考え方
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■ 第２章 ■ 

精神障害者地域移行支援
特別対策事業実態調査





Ⅰ．調査概要 

 

１．調査の目的 

退院可能な精神障害者の地域での生活への移行支援について、現状や課題・先駆的事例等の把握

を行い、保健所の果たす役割を明確にすると共に、対応可能な取り組みについて検討し、各保健所

にそのノウハウを提案する。 

 

 

２．調査の方法 

時期：時期：平成 21年 10月 26日～11月 17 日 

対象：①全国都道府県・指定都市担当部局、②全国保健所 

方法：郵送で配布・回収 

 

 

３．調査内容 

①都道府県・指定都市 

・精神科病院の実態（精神科病院数、精神科病床数） 

・精神保健福祉資料（630調査）の実施体制と保健所のかかわり 

・平成 20年度以降の精神障害者地域移行支援特別事業 

・平成 21年度の実施状況 

・地域移行を進めるための保健所の役割 

 

②保健所 

・保健所の状況（職員総数、保健師数、精神保健福祉担当の職員数） 

・管内の状況（精神科病院数、精神科病床数、精神科診療所数など） 

・精神科病院実地指導での現状 

・平成 20年度以降の精神障害者地域移行支援特別対策事業(以下、本事業) 

・平成 21年度の実施状況 

・本事業における保健所の役割 

 

４．調査結果 

次ページ以降の調査集計・分析にて記載 

 

Ⅰ．調査概要
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Ⅱ．都道府県・指定都市調査 集計及び分析 

 

１．回答都道府県・指定都市に関する基礎データ 

 

（１）精神科病院の実態（問 1） 

貴都道府県・指定都市の精神科病院の実態を記入下さい。 

平成 21 年 14 月 1 日現在の状況を記載して下さい。 

都道府県の場合、数値は指定都市を除いた数値を記入して下さい。 

 

各都道府県内の精神科病院数の平均は 26.4箇所、そのうちの約 7 割が単科精神科病院数 18.1箇

所となっている。精神科病床数の平均は 5,558.5 床、人口万対の病床数では 29.2 床／万人である

が、最大値が 51 床/万人、最小値 1 床／万人と約 50倍の開きがあった。 

 

 

２．630 調査の実施体制とのかかわり 

（１）630 調査とのかかわり（問 2－1） 

精神保健福祉資料（いわゆる 630 調査）の実施体制と貴都道府県型・指定都市保健所

のかかわりについてお答え下さい。 

630 調査は、保健所がかかわっていますか。（○は 1 つ） 

Ⅱ．都道府県・指定都市調査　集計及び分析
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37 Ⅱ．都道府県・指定都市調査　集計及び分析



 

３．地域移行支援事業の現状 

 

（１）平成 20 年度の実施状況 

精神障害者地域移行支援特別事業（20 年度以降）についてお答え下さい。 

平成 20 年度
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41 Ⅱ．都道府県・指定都市調査　集計及び分析



42■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査
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45 Ⅱ．都道府県・指定都市調査　集計及び分析



 

４．地域移行に関する保健所の役割について 

 

（１）保健所に期待する役割（問 5－1） 

本事業を含めた地域移行を進めるための保健所の役割等について、ご記入下さい。 

地域移行を進めるにあたって、今後保健所に期待する役割は何ですか。 
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47 Ⅱ．都道府県・指定都市調査　集計及び分析



Ⅲ．保健所調査 集計及び分析 

 

１．回答保健所に関する基礎データ 

（１）回答保健所の設置者及び所在地 

①設置者 

図表 25 設置者（単数回答） 

②所在地 

図表 26 所在地（単数回答） 

Ⅲ．保健所調査　集計及び分析
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49 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析



50■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査



 

【管内の人口、管内の市町村数】 

回答が得られた保健所の管内の人口数の平均は、260,671.5 人で、市町村数は 3.8 箇所、精神科

病院数は 3.6 箇所、うち単科精神科病院数は 2.1箇所、精神科病床数は 669.8床、精神科診療所数

は 7.3箇所となっていた。 

 

 

２．精神科病院実地指導での現状 

 

（１）実地指導における保健所の役割（問 3－1） 

精神科病院実地指導に保健所は、どのような役割をしていますか。（○は 1 つ） 

 

図表 33 実地指導における保健所の役割（単数回答） 
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52■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査



 

図表 36 実地指導における退院促進への指導・助言（単数回答） 

実地指導の機会に、退院可能患者の掘り

起こしをしていると回答した保健所は 10．

9％で、掘り起こしの手法としては、実地

指導時に患者を抽出して指定医が病状調

査を実施するというものが多かった。 

また、実地指導の機会に、病院に対して

退院促進への努力を指導事項であげたり、

助言をしていると回答した保健所は 19．

5％であった。指導・助言の内容は、「デイ

ケア、グループホーム等の開設を提言し

た」、「ＰＳＷや作業療法士などの配置につ

いて助言した」、「退院促進委員会など院内組織の整備を指導した」などであった。 

 

 

３．地域移行支援事業の現状 

 

（１）平成 20 年度の実施状況 

平成 20 年度
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54■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査



の保健所管内での事業実施状況は。（○は 1 つ） 
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57 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析
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59 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析
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61 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析
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63 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析



64■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査



 

病院への働きかけでの課題について自由意見を求めたところ、172保健所から回答があった。 

最も多かったのが、病院全体としての取組みにならないという課題であった。「担当者（主にＰ

ＳＷ）は前向きな姿勢だが、病棟の看護職・主治医の十分な理解が得られない。」「病院長、担当者

は事業について理解しているが、病院全体としての理解が不足している。」「外部機関が病院へ働き

かけたり、入り込むことへの抵抗感がある。」「病棟看護師とＰＳＷとの患者の評価のズレ。」など

の意見があった。 

本事業の意義や趣旨が伝わらないということを課題にあげている保健所も多かった。「病院長の

考え自体が退院を促進する考えのない所がある。」「今、対象者はいないと意見交換を持つ前から断

られる。」「病院自身で地域移行を図っているという自負があり、事業の必要性を感じていない。」「長

い歴史の中で、それぞれ独自に取り組んできた経緯があり、それを尊重しながらこの事業の趣旨を

説明し、理解を求めていく必要がある。」などの意見があった。 

また、病院間に温度差があることが課題とする意見も多く寄せられた。「医療機関により、入院

患者の層の特徴が異なるため、働きかけても同じような働きにはつながらない」「病院内の体制等

諸事情により会議に参加していただけない医療機関がある」など、管内医療機関の足並みが揃わな

いことも課題となっていた。 

そのほか、管轄外や都道府県境を越えた医療機関との関係構築など、広域の調整を課題としてあ

げている保健所があった。 

 

４．行政措置後の対応について  

 

（１）入院患者の追跡調査（問 8） 

保健所は、行政措置後（措置入院、医療保護入院）の入院患者の追跡調査を行っていま

すか。（○は 1 つ） 

 

図表 57 入院患者の追跡調査（単数回答） 
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66■ 第２章　精神障害者地域移行支援特別対策事業実態調査



 

図表 59 具体的な支援の内容（複数回答） 

 

保健所が入院時の情報を得ることができる行政措置（措置入院、医療保護入院）の患者に対する

対応について、措置入院、医療保護入院の入院患者の追跡調査を行っていると回答した保健所は 27．

6％（101/366 保健所）であった。 

また、措置入院、医療保護入院の入院患者が退院した後支援を行っていると回答した保健所は 76．

8％（281/366 保健所）であった。具体的な支援の内容について選択肢をあげて質問したところ、生

活環境調整 90．4％、家族関係調整 84．7％、服薬管理支援 78．3％の順であった。 

 

 

５．地域移行支援に関する保健所の役割について 

（１）保健所の役割（問 11） 

精神障害者の地域移行支援に、保健所が役割を果たす必要があると思いますか。 

（○は 1 つ） 

 

図表 60 保健所の役割（単数回答） 
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69 Ⅲ．保健所調査　集計及び分析



Ⅳ．調 査 票 

 

１．都道府県・指定都市調査 調査票 

 

Ⅳ．調　査　票
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71 Ⅳ．調査票



 

２．保健所調査 調査票 
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■ 第３章 ■ 

保健所・地域移行研修会





Ⅰ．開催要領 

 

１．目的 

退院可能な精神障害者の地域生活への移行支援事業について、保健所長および保健所精神保健福

祉担当者が、その意義と保健所の果たすべき役割を理解し、地域で実践できるようにする。 

 

２．主催 

全国保健所長会（厚生労働省障害者保健福祉推進事業補助金） 

 

３．日程  

・九州会場：11 月 26日（木）10：00-17：00 

・近畿会場：12 月 15月（火）10：00-17：00 

・東京会場： 2 月 2日（火）10：00-17：00 

 

４．開催場所  

・九州会場：鹿児島県医師会館（鹿児島県鹿児島市中央町 8-1） 

・近畿会場：兵庫県医師会館（兵庫県神戸市中央区磯上通 6-1-11） 

・東京会場：都市センターホテル（東京都千代田区平河町 2-4-1） 

 

５．参加人員 

各会場 80～100名程度 

 

６．参加資格 

保健所長、保健所精神保健福祉担当者、都道府県本事業担当者、精神保健福祉センター長および

職員 

 

７．申込方法 

「参加申込書」をＦＡＸ、メール又は郵送する 

 

８．申込期限  

・九州会場：11 月 11日（水） 

・近畿会場：12 月 2日（水） 

・東京会場： 1 月 20日（水） 

 

９．その他注意事項 

・所属先の所在ブロックに係らず、どの会場でもご参加いただけます。 

・参加旅費、食費等は参加者負担とします。 

・参加者の宿泊が必要な場合は、各自ホテル等を確保してください。 

 

Ⅰ．開催要領
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Ⅱ．プログラム Ⅱ．プログラム
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Ⅲ．参加状況の分析 

 

１．研修の参加状況 

全体では、3 会場で 221 名の多数の参加があり、研修企画が、本事業に積極的に取り組もうとし

ている各保健所等のニーズに合ったものと受け止められたことによると思われる。参加者の所属は、

保健所職員が 76％と最も多く、精神保健福祉センターや県・市の本事業担当部局からの参加もあっ

た。参加者の広がりのおかげで、本庁や精神保健福祉センターとの役割分担や連携について検討す

ることができた。 

表 1【参加状況(所属別)】 

 

 

２．保健所の参加状況 

全国の 510保健所の内、128保健所と 1／4から、本研修への参加があった。 

その中でも、県型保健所は、28.9％と最も参加率が高く、中核市が 22％とそれに次いでいる。指

定都市（11.9％）と特別区（4.3％）の保健所の参加率が低いのは、本事業に関与している保健所

が少ないことが原因かと思われる。 

表 2【参加状況(保健所型別)】 

区分 参加保健所数 保健所数 参加率 

Ⅲ．参加状況の分析
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３．地域別の参加状況 

ブロック別では、近畿が 40％で、本事業の発祥の地であり、関心の高さを思わせる。北海道と東

京からの参加が少なかった。他事業での同様研修が北海道内で開催されたので、道内保健所は、そ

ちらへの参加をした可能性もある。 

県別では、全保健所からの参加があった静岡県を始め、鹿児島（92.9％）、栃木（83.35）奈良

（66.7％）石川（60.0％）滋賀（57.1）などの県は、高い参加率であった。一方、参加保健所が 0

である 3 県を含めて 11 都道県が 1割以下の参加であり、今後の働きかけが必要である。 また、第

1 回研修を平均在院日数が長い県が多い九州（鹿児島）で実施したが、九州全県からの参加が得ら

れた事は、今後の九州での本事業の展開に希望がもてる結果となった。 

 

表 3【参加状況(ブロック別)】 

区分 参加保健所数 保健所数 参加率 

 

 

４．まとめ 

本研修は、全国保健所長会が主催する研修として開催したが、全国保健所の内 1／4 の参加があ

ったことは、意義深い。本事業の国要項には、保健所の役割は明確には定義されておらず、県によ

っては、保健所の役割を明確にしていない。しかし、本事業の推進そのものが保健所の精神保健福

祉施策推進という本来業務と目的を同じくしていることから、保健所の関与は不可欠である。 

研究事業としての研修実施は、本年度で区切りをつけることになるが、まだ全保健所の 3／4は、

研修には参加をしておらず、参加の地域格差も大きいことから、次年度以降も、全国保健所長会と

して、本事業の理解を全国の保健所に広めるため、研修等の啓発事業に継続的に取り組むことが必

要である。 
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Ⅳ．事前レポートとそのねらい 
 

研修会への参加にあたり、参加者には本事業に関する事前レポートの提出を求めた。 

 

１．基本的事項 

1）現場で、すぐに役立つ研修を目指して、参加者が所属保健所における本事業の現状を事前に

整理するためのものである。 

2）保健所参加者が複数の場合には、所内で調整することを求めている。 

3）本庁・精神保健福祉センターの参加者は、県内保健所等に実態を聞いて記入する。 

4）病院データついては、精神保健福祉資料（いわゆる 630 調査）や病院調査（平均在院日数）

等を参考する。 

 

２．基礎的資料 

1）問 1は、参加者及び、参加保健所の基本属性である。 

2）問 2-①で、管内精神科病院の現状把握を求めている。保健所の中には、管内精神科病院の基

本的データを把握していない所も多い。特に、平均在院日数を計算していなかったり、630

データそのものを知らない保健所職員も多い。尚、「1 年残存率」は、国が目標設定してい

る「平均残存率」は計算そのものが複雑であることから、630調査で求めている 1年前の 6

月中に入院した患者の内、1年後にまだ入院している患者の割合として、簡単に定義したも

のである。 

3）問 2-②～④で、管内病院の退院促進の組織的取り組み（診療報酬上のものを含む）や、本事

業への協力状況を把握しようとしている。 

4）問 3で、所長の関与を含む所内体制の確認をする。 

5）問 4は、本事業における保健所の果たしている役割の確認をしている。 

6）問 5では、精神科病院実地指導の保健所の関わり状況を聞いている。 

7）問 6で、本事業における地域体制整備コーディネーターと保健所の関係性と、コーディネー

ター機能として国が求めている役割が果たせているかを聞いている。 

 

３．事前レポート作成のねらい 

・ 研修受講者が、自分の管内の本事業の関連データを整理することを求めている。その事を通

じて、保健所が既に管内精神科病院の基礎データを持っていることや、簡単にその他の病院

データを把握できることを知って、そのデータに基づいて、各病院の現状とアプローチのあ

り方を考える資料とすることを目指している。多くの保健所では、これらのデータの活用を

しておらず、「宝の持ち腐れ」と言っても過言ではない。 

・ 保健所の精神科病院に対する権限には、保健所の型別や県の位置づけによって幅があるが、

特に精神科病院実地指導の権限を持っている保健所では、その権限の本事業推進に向けて効

果的に活用する可能性を検討するための資料となる。 

・ 最後に、保健所そのものがコーディネーターであったり、協働する役割であったりする中で、

国が求めている役割を果たせているのか、そして、果たせていないとするとその課題は何か

を明確にする事を求めている。 

・ 事前レポート作成を通じて、多くの受講生が、本事業において、保健所が大きな役割を果た

せる可能性があることを受講前に感じてくれることをねらっている。 

＜以下、事前レポートの概要参照＞ 
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Ⅴ．講 演 

１．精神障害者の地域移行 －本事業の経過と今後の課題－ 

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部 精神・障害保健課 20
10

/4
/1 2

2

20
10

/4
/1 1

M
in

is
try

 o
f H

ea
lth

, L
ab

ou
ra

nd
 W

el
fa

re
y

,

20
10

/4
/1 4

43
50

56

2020

0�
5

6�
10

11
�1
5

16
�2
0

21
�2
5

26
�3
0

31
�3
5

36
�4
0

41
�4
5

46
�5
0

51
�5
5�
���
56

�6
0�
�6
0�
65

��6
6�
70

���
71

�7
5�
���
76

�8
0�
��8
1�

20
10

/4
/1 3

23 18

3

22
22

11
11

5

Ⅴ．講　演

86■ 第３章　保健所・地域移行研修会



20
10

/4
/1 6

A
D
L

A
D
L

6

20
10

/4
/1 5

5
19

20
10

/4
/1 8

•

20
10

/4
/1 7

(%
)

7
19

87 Ⅴ．講演



20
10

/4
/1 10

70
0,
00

0

19
11

21
3

50
0
00

0

55
0,
00

0

60
0,
00

0

65
0,
00

0
59

3,
92

4

35
0,
00

0

40
0,
00

0

45
0,
00

0

50
0,
00

0
51

7,
02

3

20
0,
00

0

25
0,
00

0

30
0,
00

0

(
)

0

50
,0
00

10
0,
00

0

15
0,
00

0
(

)
(

)

42
,7

46
60

,8
63

0

11
12

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
20

21
19

10

20
10

/4
/1 9

20
10

/4
/1 12

60
,0
00

19
11

21
3

50
,0
00

40
71

9

48
,3

94

30
00

0

40
,0
00

40
,7

19

20
,0
00

30
,0
00

12
49

7

10
,0
00

12
,4

97
10

,5
19

0

11
12

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
20

21
19

12

20
10

/4
/1 11

20
19

G
H

C
H

21

G
H

C
H

37
,4

99

G
H

C
H

42
,0

27

G
H

C
H

48
,3

94

17
18

19
20

23

1
%

20
%

18
%

11

88■ 第３章　保健所・地域移行研修会



20
10

/4
/1 14

14

20
10

/4
/1 13

(1
)

(1
)

13

20
10

/4
/1 16

17

16

20
10

/4
/1 15

[
]

(

05
30

00
1

))

89 Ⅴ．講演



20
10

/4
/1 18

20
10

/4
/1 17

17

20
10

/4
/1 20

20
10

/4
/1 19

90■ 第３章　保健所・地域移行研修会



20
10

/4
/1 22

– –

20
10

/4
/1 21

20
10

/4
/1 24

30
3

H
17

21
.2

19
6

3.
7

5
2

8.
1

7
6

H
11

H
17

30
3

H
17

32
.9

32
4

10
.3

9.
0

4.
5

8.
4

0.
2

H
17

1
1

5
5

10
10

32
.4

19
.6

5.
2

7.
6

H
17

45
9

42
42

32
H
11

32
.4

17
0

0.
7

0.
6

1.
6

1.
1

2.
7

2.
2

5.
9

3.
2

5.
3

5.
6

2.
8

3.
5

0.
6

1.
1

H
17

H
26

17
2

19
.6

29
30

40
50

60
70

80

5 56

9

24
90

58

3

40

H H
17

17
0

26
8

3.
2

5.
6

3.
5

1.
1

H
26

17
.2

6.
5

7.
4

4.
2 2.
8

44
.3 50
.5

45
.0 39
.3

24

91 Ⅴ．講演



20
10

/4
/1 26

26

20
10

/4
/1 25

19
.6

<H
17

>
15

<H
26

>
H
23

7
H
23

7

25

20
10

/4
/1 28

28

20
10

/4
/1 27

27

92■ 第３章　保健所・地域移行研修会



20
10

/4
/1 30

20
10

/4
/1 29

24

29

20
10

/4
/1 32

D
U

P
D

U
P

:D
ur

at
io

n 
of

 U
nt

re
at

ed
 P

sy
ch

os
is

20
10

/4
/1 31

� �
  

A
C

T

93 Ⅴ．講演



20
10

/4
/1 34

20
10

/4
/1 33

20
10

/4
/1 36

30
15

17
19

.6

23

21
.5

21
.2

20
.1

19
.6

2.
8

3.
7

4.
4

5.
2

0102030

15

33
.4
31

6
31

.1
30

1
29

.7
3234

23
H
8

H
11

H
14

H
17

31
.6

30
.9

31
.2

30
.1

29
.2

24262830

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

1 24
1

29

21
7

23
.0

22242628

29

35
.1

H
19

.1
0

7
21

.7
21

.0
20

.6
21

.6
20

.9
21

.4
2022

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

21
31

.3
27

28
.2

6.
9

36

20
10

/4
/1 35

• •

35

94■ 第３章　保健所・地域移行研修会



２．地域体制整備コーディネーターの役割と課題 

埼葛北障がい者生活支援センターふれんだむ管理者 岩上 洋一 

社団法人日本精神保健福祉士協会常務理事 田村 綾子 
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３．地域移行にどのようにとりくむべきか －保健所・地域行政の現状と課題－ 

兵庫県洲本保健所 所長 柳 尚夫 
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Ⅵ．研修会報告 

１．九州会場 

 

【研修会】： 

開会に先立ち、川路鹿児島県保健福祉部次長より挨拶を頂戴した。 

「鹿児島県は全国一精神病床数が多く、在院日数も長い。地域移行支援事業への取り組みが遅れ

ているが、今後取り組んでいきたい。」 

 

[グループワーク] 

・ グループワークについては、参加者 52 人をそれぞれ 5、6 人毎の 8 グループに分けて、以下

の 3 つのテーマで行うこととしていた。ただし、ⅠとⅡのテーマに関する意見交換が多くの

時間を必要としたことから、2 つのテーマに関する意見交換で終了した。 

・ グループワークのテーマは以下の 3 つで行うこととしていたが、時間がオーバーしたことも

あり、Ⅲについては実施できなかった。 

Ⅰ 保健所の精神保健福祉事業の課題 

Ⅱ 地域移行事業で保健所に求められている役割をどう果たすのか 

 

(グループワークのテーマと意見交換)  

Ⅰ 保健所の精神保健福祉事業の課題 

事前レポートに沿って、以下の観点で検討した。 

①管内の精神科病院や管内からの入院患者の実態を分析してわかる課題は 

②入院支援は行っているが、退院支援は行っているか？ 

③実地指導等の権限を効果的に使って病院の質の向上に働きかけているか 

 

【意見】 

・ 協力的な病院、非協力的な病院あるが、それぞれ異なるアプローチ方法があるので、戦略的

に使う必要がある。 

・ 630調査等を分析したデータを、病院や市町村等にきっちり示していく必要がある。 

・ 地域移行事業で退院件数の増加が得られることで、病院が「できる」と思える意識改革が必

要。 

・ 将来的には新規入院患者に対して、「クリティカルパス」等で対応することが必要。 

・ 地域差が大きいことから、その背景や原因等を分析する必要がある。 

・ 病院で取り組んでいる地域移行支援に保健所が介入していくことは困難。 

・ 精神科病院実施指導に保健所が参加していないところもあり、地域移行支援に保健所が関与

していないところもある。 

・ 地域移行には本人の意志が必要なので、ピアカウンセリングの活用が効果的。 
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２．近畿会場 

 

【研修会】： 

研修会はプログラムに沿って講義とグループワークの組み合わせで実施した。 

 

 (参加者の反応･意見) 

・ 参加者からは、統合失調症患者の入院期間が短縮されつつある一方、認知症高齢者が替わっ

て入院病床を埋めつつある現状についても、意見が出された。 

・ 長期入院している統合失調症患者らが高齢化し、認知症も加わることによりも、さらに社会

復帰が困難になることも予想される。認知症対策も含め今後の課題との認識が共有できた。 

 

[グループワーク] 

・ グループワークについては、参加者全員をそれぞれ 5、6 人毎の 12 グループに分けて、以下

の２つのテーマで行った。 

Ⅰ 保健所の精神保健福祉事業の課題 

Ⅱ 地域移行事業で保健所に求められている役割をどう果たすのか 

・ グループワークを効果的に進めるために、参加者に保健所管内の市町村数、人口等の基本的

属性の他、管内精神病院の状況、所内体制、地域移行事業で保健所が果たしている役割、精

神病院実地指導での現状等に関する事前レポートを提出してもらっていた。そのため、参加

者は 630 調査の存在や内容等について承知し、地域の精神病院の実態等を把握して出席して

おり有効なグループワークができたように思えた。 

 

(グループワークのテーマと意見交換)  

Ⅰ 保健所の精神保健福祉事業の課題 

事前レポートに沿って、以下の観点で検討した。 

①管内の精神科病院や管内からの入院患者の実態を分析してわかる課題は？ 

②入院支援は行っているが、退院支援は行っているか？ 

③実地指導等の権限を効果的に使って病院の質の向上に働きかけているか？ 

 

【意見】 

・ 協力的な病院、非協力的な病院もあり一律にすすめることは難しい。 

・ 630 調査等を分析したデータを、もっと現場で活用する必要がある。 

・ 病院が「できる」と思える意識と成功、達成感を共有することも大切。 

・ ある意味精神科「クリティカルパス」でもある。医療と福祉の連携が重要。 

・ 精神科病院実施指導に保健所が関与していないところや、地域移行支援に保健所が関与して

いないところもある。 

・ 地域の社会資源がないために社会的入院が起こっていると考えるべきなのか。それとも高齢

患者の退院は本当に困難なのか、改めて検討するべき。 
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３．東京会場 

 

【参加者】： 

全体で 89 名（保健所 66 名、精神保健福祉センター16 名、本庁など 7 名）、職種別では保健師、

精神保健福祉相談員などの専門職の他、事務担当の職員も多く出席した。地域別では関東地方が半

数であった。 

 

【研修会】： 

3 名の講師から、「地域移行支援の意義」や「地域体制整備コーディネーターの役割」、更に「保

健所の役割」について講義があった。 

 

（質疑応答） 

Ｑ：630 調査の活用方法について、これまで活用してこなかったが。 

Ａ：保健所が中心になってまず地域の精神医療の問題点を分析し、地域移行支援の必要性を認識

することが必要。 

Ｑ：退院（地域移行）の失敗例は？ 

Ａ：地域移行は試行錯誤であり医療の必要なときには再入院すればよい。 

 

[グループワーク] 

「保健所に求められる役割をどう果たすか？」をテーマに 14 グループに分かれてディスカッシ

ョンを行った。グループ毎に活発に話し合った結果、次のような意見が発表された。 

 

・ 実地指導を今後、もっと活用していきたいという意見が多かった。保健所として何をするか。

マンパワーも限られている中で保健所として、市町村の自立支援協議会も名ばかりで活発に

動いていない。保健所の役割は市町村と一緒に活動するのが課題である。 

・ 事業所にコーディネーターを委託しているが、コーディネーターにも力量の差があるのでバ

ックアップしていなかないといけない。Ａ県では県全体で病院のＰＳＷに推進員になっても

らっている。推進員になっている方にオブザーバーとして個別の支援計画を作ってもらった

ものを協議し、検討課題を出して進めたりと情報共有を図っている。 

・ 精神障害者を病院から地域に戻すことについて住民への普及啓発が必要である。ピアサポー

ターの養成を行っているが、ピアサポーターが病院に入ると移行のお願いが出るので、今後

も養成に力を入れるべきである。 

・ 病院の理解をどのように求めるのが共通の意見だった。保健所として地域全体を見てレベル

アップを図るのが役割だと思う。 

・ 市長や病院をどのように巻き込んでいくかが課題となっている。この事業としてあることな

ので、保健所が全体的に取りまとめることが役割であると思う。地域づくりに生かせるかか

わりが必要である。 

・ 精神科のないところと病床数が多いところで課題が異なる。精神科特例がなくなった時に医

師不足や看護師不足が出てくる可能性がある。保健所長は病院長や立ち入り検査へ行った時

に院長と話したり、トップの人への PR が大事である。 
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Ⅱ．本研究のまとめ 
 

１．本研究の成果 

 本研究では、マニュアル作成、調査、研修に取り組んだが、その成果として以下の３点が挙げられ

る。 

①全国の都道府県・保健所の本事業への取り組み状況を把握することができた。 

②保健所が、本事業への取り組むためのマニュアルを作成することができた。 

③そのマニュアルの趣旨に添って研修を実施し、参加者から一定の評価を得た。  

これら３つの取り組みと成果を総合して、課題と対策についてまとめたい。 

 

 

２．本研究を通じて見えてきた本事業の課題と対策 

１）保健所 

630 調査等のデータや、精神科病院指導等の権限が、本事業の推進、特に病院へのアプローチのた

めに、十分には活用されていない実態が明らかとなったが、その活用の可能性について、マニュアル

で明確にするとともに、研修を通じて多くの保健所職員が、保健所の役割に気づくことができた。 

県型保健所では、これらを活用して本事業に取り組むことが可能であるが、市型保健所、特に指定

都市や特別区の保健所では、情報へのアクセスや権限が県型保健所と異なるため、どのような取り組

みができるか課題である。しかしながら、本報告書で取り上げているように、市型保健所には、市内

部の他の精神保健福祉関係部局や生活保護部局との連携のしやすさというメリットを生かした取り

組みに期待をしたい。 

 

また、保健所によっては、本事業担当者の人員体制が十分でない事も課題といえる。 

２）都道府県等 

 本事業への取り組みには、都道府県によって差があることが明らかになったが、多くの都道府県が

全圏域実施を目指していることもまた明らかとなった。また、本事業における保健所の位置づけが明

確になっていない部分もあるため、今後の課題といえる。 

障害者自立支援法の成立に伴って、都道府県の障害者福祉担当課と精神科医療を所管する課が、異

なる部局に属している傾向があり、本事業の推進のためには、両部局の連携が必要であり、重要であ

るため、その点についても今後の課題である。 

３）精神保健福祉センター 

 本事業において、精神保健福祉センターの取り組みや、求められているものは、都道府県・指定都

市間で大きく異なっており、それを標準化することは困難であるが、先駆的に取り組んでいる事例も

あり、保健所への支援に今後期待をしたい。 

 

 

３．今後の期待 

平成 20 年度からの本事業の開始にあたっては、その要綱等において保健所の役割は明確ではなか

った。しかし、本研究を通じて、保健所が地域体制整備コーディネーターと協働することで、本事業

の推進に大いに貢献できることが明らかとなった。また、多くの保健所職員の本事業への取り組みへ

の意欲が高まったことは、大きな成果であった。 

平成 22 年度から地域定着支援事業が本事業に加わり、その中で保健所の位置づけが明記されてお

り、精神障害者の地域移行における保健所への期待は大きくなっている。本事業における保健所の機

能を更に高めることが必要である。（次頁図参照） 

Ⅱ．本研究のまとめ
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Ⅲ．語句の解説（本報告書での使い方を含む） 

１．精神障害者地域移行支援特別対策事業 

 本報告書では、本事業として表現しており、平成 20、21 年度の２年間の事業であった。この事業

は、当初「退院促進事業」という名称で呼ばれていたが、「地域移行」という表現に変化し、今後は、

「地域定着」という要素が加わることになる。 

 

 

２．６３０調査 

 630 調査とは、正式名称を「精神保健福祉資料」といい、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課（平成 18 年からは障害福祉課との連名）が毎年 6月 30 日付で都道府県・指定都市 

に報告を依頼している調査である。 

 

 

３．ピアサポート 

 ピアとは、仲間という意味で、本報告書では、精神障害当事者を指している。一般的には、仲間同

士の支え合いを指しているが、本報告書では、退院して在宅でいる精神障害者が、地域支援推進員の

役割や、その補助的役割をになって、精神障害者の地域移行に関わる活動を指している。北海道を始

め一部の地域で、既に活動の実績があり、今後その広がりが期待されている。 

Ⅲ．語句の解説
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Ⅳ．研究班員名簿 
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